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【概要版】 

育つ・にぎわう・響きあう・人と心が集うまち  守 口 

歓響都市もりぐちを支える 水 道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年 12 月 

守 口 市 水 道 局 

 

 

守口市水道局 

アセットマネジメント（改定版） 
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【現行のアセットマネジメントの概要について】（本編 頁２～参照） 

◇令和３７年度（2055 年度）までの４０年間の更新需要と財政収支見通しの検討を行います。 

【資産の将来見通し】（本編 頁２～参照） 

  これまで構築した資産を計画的に更新しなければ、資産の健全性はどうなるでしょうか？ 

１．「構造物及び設備」の資産の将来見通し及び健全度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．「管路」の資産の将来見通し及び健全度 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度（2015 年度）の現有資産は約 312ｋｍ 

給水サービスの向上を図るため、昭和 46 年度(1971 年度）

～平成元年度(1989 年度)に掛けて集中的に配水管を布設。 

  

管路の資産状況 

平成 27 年度(2015 年度)末の健全資産は 72.5％(226ｋｍ)で、

計画期間（40 年間）において全く更新を行わなければ 40 年後

の健全化資産は無くなってしまう。 

これまで管路は、計画的に更新を行っており、特に平成 10

年度(1998 年度)以降、耐震性の高い管路を全面的に採用し更新

を進めており、現時点での管路の健全性は、計画的に実施して

いる更新事業の効果による。しかし、更新を計画的に実施しな

ければ、40 年後は健全性をまったく保つことができなくなる。 

取水導水管及び配水管が対象 

第４次～第７次拡張事業 

昭和 34 年度(1959 年度) 

～52 年度(1977 年度) 

約６０億円 

第７次(変更)拡張事業 

高度浄水施設建設 

平成１０年度(1998 年

度) 

約７８億円 

 
第７次(2 次変更)拡張事

業 

共同取水施設建設事業 

平成 19 年度(2007 年度)

～25 年度(2013 年度) 

約２２億円 

現時点の経年化・老

朽化資産は 38.7％ 

４０年間更新しなけ
れば経年化・老朽化資
産の更新対象施設は、

全体の 90.8％に及ぶ。 

構造物及び設備の取得状況 

※帳簿原価を現在の資産価値に換算すると総額 160 億円となる。 

・昭和 34 年度(1959 年度)～52 年度(1977 年度)において、集

中的に建設投資を行い水需要の増加に対応。 

・平成 10 年度(1998 年度)に「おいしい水（高度浄水処理水）」

の供給を開始。 

・平成 19 年度(2007 年度)～25 年度(2013 年度)に掛け、老朽

化した施設のうち重要度の高い施設の更新（取水施設・薬品

処理施設・排水処理施設等）。 

構造物及び設備の資産状況 

平成 27 年度（2015 年度）末の健全資産は 61.3％（98 億円）

で、計画期間（40 年間）において全く更新を行わなければ 40

年後の健全化資産は僅か 9.2％（15 億円）となる。 

なお、健全資産とは法定耐用年数以内、経年化資産とは法定耐

用年数の 1.0～1.5 倍、老朽化資産は法定耐用年数の 1.5 倍を

超えるものをいう。 

法定耐用年数は、土木・建築構造物で各 60 年、電気・機械・

計装設備は各 15 年。 

第７次拡張事業（第１次 

～第４次配水管整備事業） 

昭和４６年度(1971 年度) 

～平成元年度(1989 年度） 

年間の布設延長は、現在の 
更新延長の２～５倍に及ぶ。 

経年化・老朽化資

産は 27.5％ 全ての管路が更新

対象となる。 

安全かつ安定的に水を供給するためには、計画的な施設の更新は欠かすことができません。 

浄水場及び配水場の土木・建築構
造物、機械電気・計装設備が対象 



- 2 - 

 

【財政収支の見通し】（本編 頁７～参照） 

計画的な施設更新を進める上で、今後の施設運営について方向性を見出す必要があり、現浄水施設を更新

する浄水場整備（案）と大阪広域水道企業団（以下「企業団」）から浄水を、全量受水し供給するための施

設整備（案）（以下「浄水受水（案）」）について検討を行います。 

 

 

 

 

更新投資を計画的に行うためには、財源を含めた財政収支の見通しが必要となります。 

１．料金を据置いた場合の財政収支の算定 

現在の水道料金（平成２７年度（2015 年度）供給単価１５５．８円）を据置いて実施した場合の資金残

高は以下のとおりとなります。 

（１）浄水場整備（案）の場合  

平成２７年度（2015 年度）実績約１３億円の残高が令和３７年度（2055 年度）１２６億円の資金不足

となります。 
 

（２）浄水受水（案）の場合 

平成２７年度（2015 年度）実績約１３億円の残高が令和３７年度（2055 年度）２１３億円の資金不足

となる。 

※更新需要は、浄水受水（案）の方が、約７９億円安価であったが、全量受水に切替えることにより、受

水費が本市浄水場で自己水を製造する費用より高価となり、４０年後の資金残高は逆に８７億円不足す

るものです。 

 

２．料金改定を考慮した場合の財政収支の算定 

先の更新需要の検討では、実使用耐用年数による更新需要の平準化や浄水施設能力のダウンサイジングの

検討により計画期間中の更新費用の削減を行いましたが、料金を据置いた場合資金不足が生じることから次

に料金改定による財源の確保について検討を加えます。 
 

 

 

 

◇供給単価の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浄水場整備（案） 
建設改良事業費 ： 約４７１億円 

浄水施設 ： 約２１０億円 

管  路 ： 約２６１億円 

浄水受水（案） 
         建設改良事業費 ： 約３９２億円 

浄水施設 ： 約１３１億円 

管  路 ： 約２６１億円 

料金改定検討の条件 

料金改定の検討においては、大規模地震の発生等災害時を想定し、広域的な断水等で料金収入が一時的

に途絶えた場合においても修繕費や維持管理に関する経常的経費の支出に必要とする資金（８億円/年）

を計画期間中確保できるよう供給単価を改定する。 

何れの案も、現行の料金水準では計画的に更新を進めて行くことが困難となり経営が破綻することとなります。  

〔注意〕上記の料金改定のシミュレーションは、一定の条件の下で試算した結果であり、あくまで
施設運営において何れの案が将来にわたり、より安全で安価に水の供給が安定してできるか
検討したもので、表のように料金改定を行うということではない。料金改定においては、改
めて詳細な施設整備計画の基に算定し検討を行うものとする。 

Ｈ28 年 
(2016 年) 
155.8 円 

R8 年 
(2026 年) 
171.3 円 
(10％増) 

R12 年 
(2030 年) 
174.4 円 
(12％増) 

R20 年 
(2038 年) 
233.7 円 
(50％増) 

R26 年(2044 年) 
264.8 円(70％増) 

R23 年 
(2041 年) 
210.3 円 
(35％増) 

R32 年 
(2050 年) 
229.0 円 
(47％増) 
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※料金改定の検討により計画期間中、資金残高８億円／年を下回ることなく確保できることとなります。 
 
（１）浄水場整備（案）の場合  

平成２７年度（2015 年度）実績約１３億円の残高が、令和３７年度（2055 年度）９億３千万円の残高

となります。 

（２）浄水受水（案）の場合  

平成２７年度（2015 年度）実績約１３億円の残高が、令和３７年度（2055 年度）９億１千万円の残高

となります。 

 

 

 

 
 

 

 

【大阪市との浄水場共同化事業に係る新たなアセットマネジメントの概要について】 

（本編 頁１０～参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【財政収支の見通し】（本編 頁１２～参照） 

（１）計画期間 

計画期間については、平成３１年度（2019 年度）から令和４０年度（2058 年度）までの４０ヵ年とし

ます。 

（２）更新財源確保の検討方法 

収益及び費用の変動に合わせて料金改定が適切に行われ、将来にわたり水道事業が健全経営を維持できる

かどうかを検討します。具体的には、現行のアセットマネジメントと同様に料金を据え置く場合と、料金改

定により財政収支の健全性を維持する財源確保の場合の２つのパターンで算出し比較検討します。 

 

 

この供給単価の差は、受水費が影響しており、計画期間において受水費単価（７５円/㎥）が変わるこ

となく推移するものとして試算した結果、浄水受水（案）の場合、現計画において平成４９年度(2037

年度)以降全量受水と切り替わった後、浄水場整備（案）に比べ年間８億円強の増加となることから、給

水原価を押し上げる大きな要因となっています。よって、現時点では安定した水道事業の運営を継続す

るためには、将来にわたり効率的な施設運営を見据えた浄水施設の再構築を推し進める浄水場整備（案）

が最善の策と位置付けたものです。 

庭窪浄水場の施設は能力按分により共同所有 

浄水場共同化は、令和６年度（2024 年度）から実施予定 
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（３）財政収支の検討 

浄水場整備(案)と浄水場共同化(案)の両案について、収益的収支、資本的収支・資金残高の試算を行ないま

す。なお、試算においては料金（平成３０年度(2018 年度)供給単価１５４．４円）を据え置いた場合と、

一定条件の基に料金（供給単価）を改定した場合について以下のとおり検討を行ないました。 

 

 

 

 

 

１．料金を据置いた場合の財政収支の算定 

現在の水道料金（平成３０年度（2018 年度）供給単価１５４．４円）を据置いて実施した場合の資金残

高は以下のとおりとなります。 

（１）浄水場整備（案）の場合  

 収益的収支は、令和７年度(2025 年度)以降慢性的な赤字に陥り、令和４０年度(2058 年度)時点での累

積欠損金は約１３１億５千５百万円と想定します。 

平成３０年度（2018年度）実績約２０億円の資金残高が、令和１１年度(2029 年度)には資金が枯渇し、

令和４０年度(2058 年度)には、約１２６億８千２百万円の資金不足に陥ることが想定されます。 

（２）浄水場共同化（案）の場合 

収益的収支は、令和１５年度（2033 年度）以降慢性的な赤字に陥り、令和４０年度（2058 年度）時点

の累積欠損金は、約６４億８千３百万円と想定します。 

平成３０年度（2018 年度）実績約２０億円の資金残高が、令和１７年度（2035 年度）には資金が枯渇

し、令和４０年度(2058 年度)には約６１億１百万円の資金不足に陥ることが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

２．料金改定を考慮した場合の財政収支の算定 

 

 

 

 

条

件

設

定 

① 

今回の財政シミュレーション期間である令和４０年度（2058 年度）までの４０年間、健全

な経営を維持できるように料金改定を行なうものとし、「水道料金算定要領」（（公社）日本水

道協会 平成２７年（2015 年）２月）を参考に算定期間は５年とする。 

② 
収支見通しにおいて、資金不足の発生が見込まれる年度に改定を実施し、算定期間において

資金不足を解消できる改定額とする。 

③ 資金不足は、累積欠損金の発生やキャッシュフローを総合的に考慮して判断する。 

④ 
市民の料金負担を最小限に抑える改定であること。なお、一定額の余剰金が発生するような

想定はしない。 

浄水場整備（案） 

建設改良事業費 ： 約４９６億円 

浄水施設 ： 約２２２億円 

管  路 ： 約２７４億円 

浄水場共同化（案） 

建設改良事業費 ： 約４４０億円 

浄水施設 ： 約１６６億円 

管  路 ： 約２７４億円 

①浄水場共同化（案）は、当面１０ヵ年（令和１５年度（2033 年度）以降慢性的な赤字）は経常収支

の黒字化が見込めます。 

②浄水場整備（案）の場合、圧倒的な資金不足（浄水場共同化（案）と比べ令和４０年度(2058 年度)

には、約６５億８千１百万円の資金不足）を招く想定となります。 
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◇供給単価の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

【検討結果のとりまとめ】（本編 頁２５～参照） 

１．効果の確認 

浄水場整備（案） 浄水場共同化（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項   目 浄水場整備（案） 浄水場共同化（案） 効  果 

建設改良費 

平成 31年度（2019年度） 

～令和 40年度（2058年度） 

※配水施設除く 

約１２８億円（税込） 約７２億円（税込） ▲５６億円 ４４％減 

維持管理費 

令和 6年度（2024年度） 

～令和 40年度（2058年度） 

※配水施設除く 

約８４億円（税抜） 

（約 2.4億円／年（税抜）） 

約６０億円（税抜） 

（約 1.7億円／年（税抜）） 

▲２４億円 ２８％減 

（▲7千万円／年） 

 

大阪市との浄水場共同化において、以下に示すとおりスケールメリットが享受でき、耐震化施設からの

水の補完が早期に実現可能であることから、条件設定においては現行のアセットマネジメントによる一

定の資金（８億円）を確保することに拘らず資金不足を解消できるよう改定条件を考慮しました。 
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２．その他の効果 

（１）安全・安心な水の供給 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）強靱な施設の早期実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

水道法第２４条の３に

基づく受託水道業務技

術管理者が従事・監督 

共同化開始と同時に耐震化率３０％を確保 

2030 年度（令和１２年度）まで 
耐震化率は０％ 

共同化対象範囲 

・維持管理 

・施設整備・更新 

・運転管理 

●高度浄水処理（オゾン処理及び活性炭処理）に

より引続き安全で安心な水の供給が可能とな

ります。 

●大阪市では、平成１８年（2006 年）１２月

に認証取得していた浄水場の ISO９００１品

質管理マネジメントシステムをベースに水安

全計画やその他の取り組みを統合した大阪市

独自の水安全マネジメントシステムを構築し、

平成２０年（2008 年）１２月に ISO２２０

００食品安全マネジメントシステムの認証を

取得し、より高度な精度管理により水づくりを

行っています。 

大阪市との浄水場共同化は、水道が有すべき「安全」（「水道水の安全の確保」）、「強靱」（「確実な
給水の確保」）、「持続」（供給体制の持続性の確保」）の安定性が増し、将来にわたり健全な事業運
営を達成することが期待できるものです。 

 


